教育政策と教育課程編成 by 伊藤 朋子 & 石村 卓也
教育政策と教育課程編成






Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
63
大和大学　研究紀要　第 2巻　2016 年 3月
平成 27年 9月 30日受理
教育政策と教育課程編成













　The purpose of this study is to reseach the enviromental factor that the education policy of the Board of Education gives 
to the school curriculum formation process . we analyze the general account original budget of  Kyoto Prefectual Board of 
Education and the curriculum formation of the prefectural high schools as documents for this study.  For the reason, this 
is because the relations between schools and the Board of Education, the principal and the school organization are clearer 
and more stable than other prefectures on laws and ordinances. 
　As analysis, the increase of "the business expense to aff ect scholastic ability" in the general account budget is refl ected 
as increase of "the number of units" which is the main element of the curriculum. The number of units of the curriculum 
which a student took for three years greatly exceeds the standard number of units. In other words, We can say that 
school hours per one week conspicuously increased on Japanese, Mathematics, English as main subjects . The parameter 
includes the environmental factor called the environmental preparation of the university entrance into a school of higher 
grade. The environmental factor has a correlative relation with the number of the people of university entrance into a 
school of higher grade ,and when a school nominates the results for it, the environmental factor is expressed in form of 
increasing the number of units of the curriculum more. In addition, the reverse is satisfi ed, too. In other words,the school 
has directionality of the increase number of units of the curriculum , when the school has not good results of it under the 
present conditions and so the school has the goal of the improvement of it. 
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  具体的に，京都府の 26 年度当初予算について取り上
げ，その概要を説明することにする。
   京都府の26年度当初予算は，一般会計8,968億 6,400
万円で，前年度予算の 4％減となった。一般会計歳出
目的別内訳から見れば，教育費は 2,281 億 3600 万円
で一般会計予算総額の 25.4％となりその占有率は 1
位，続いて民生費の 1,388 億 500 万円で同予算総額の
15.5％に当たる。そのあと，公債費 1,191 億 7,300 万
円（13.3％），商 工 費 968 億 1,300 万円（10.8％）と
続く。京都府教育委員会所管予算は，私立学校教育振興
補助金等の知事部局執行分を含む教育費2,281億 3,600
万円 のうち 82.6％に当たる 1,884 億 8,700 万円とな
る。しかし，公表している予算額は当初予算主要事項と








































































































































































































































　さらに，平成 26 年 3 月の公立高校卒業者数は





















































































































































































































































含む教育費 2,281 億 3,600 万円 のうち 82.6％に当たる
1,884 億 8,700 万円となる。しかし，公表している予














チャレンジプラン」支援事業費 2億 90,16 万円と府立




































「体」＝ たくましく健やかな身体をはぐくむ 　 
　（8）体力の向上　（9）健やかな身体の育成
　このうち，「知」に係る事業費及び「教員の資質能力
向上」に係る事業費のの予算額が大幅に増加している。
特に，「学力に係る事業費」の予算額が「徳」に係る事
業費，「体」に係る事業費の 2倍近く増加していること
は前述のとおりである。「教員の資質能力向上に係る事
業費」は，学校の教育力向上につながるものである。即
効性のないもののその効果は，長きにわたり発揮するは
ずである。学校の教育力向上をベースとして，この上に，
学力に係る事業を載せている。
　これらが，京都府立高等学校の学力向上策推進の根幹
である。
　府立高等学校の学科・コースの教育課程総単位数は全
学科・コースの 91.3％の学科・コースが，標準単位数
90 単位を上回り，教育課程編成において教育課程の構
成要素である「単位数」を「単位数増加」という形で転換・
表出している。この「単位数増加」は，大学等進学者数
と極めて高い正の相関を示している。換言すれば，「単
位数増加」という形の表出は，大学等進学の環境整備と
いう環境要因が作用したことになる。
Ⅴ　終結
　学力については，教育委員会は教育振興計画の重要な
教育政策の一つとして挙げており，その中にさまざまな
施策が打ち出されている。この施策は，その具体策とし
て一般会計当初予算に計上されている。特に学力に係る
事業費及び教員の資質能力向上に係る事業費の推移か
ら，教育委員会の学力向上に係る政策の戦略が見える。
その実施過程において，様々な経路を進行するが，その
具体として各学校の教育課程編成において表出してい
る。
　その一つは，高等学校学習指導要領によれば，1学年
の教育課程の総単位数は30単位を標準としているので，
3年間の教育課程の総単位数は 90 単位が標準となる。
しかし，各学校の教育課程の総単数は，90 単位を超え
る教育課程を設定した学科・コースが 91.3％もあり，
教育課程 3年間の総単位数は，その標準を超える学科・
コースが顕著である。
　その二は，教育課程 3年間の総単位数と大学合格者
数とは，正の高い相関関係にあり，特に，国公立大学＋
私立大学の合格者数は，正の相関で，相関係数が，0.692
となっている。そのため，大学等進学の環境整備を経営
ビジョンとする学校においては，結果的ではあると思う
がそのゴールを大学等進学者増加とすれば，その高等学
校の教育課程 3年間の総単位数は，「単位数増加」とい
う形で表出した。
　また，大学等進学実績に効果があれば，さらに「単位
数増加」の促進要因となっている。なかには，大学等進
学実績が顕著でない学校も，経営ビジョンとしてそれを
掲げれば，当然ながら教育課程総単位数はその標準単位
数を上回ることになる。　  
　その三は，教育課程の総単位数の増加は，教育課程編
成において，各学校の戦略的教科の単位数増加につな
がっている。著者の別の研究（１）によれば，進学実績を
持つ学校においては，国語％＋数学％＋英語％の計は 3
年間の全教科単位数の 50％以上という結果を得ている。
　以上のように，京都府教育員会の教育政策として教育
振興計画「京都府教育振興プラン～つながり，創る，京
の知恵～」に基づき，府立高等学校の具体案として「府
立高校特色化推進プラン～魅力あふれる 46 の特色～」
が作成されたが，その実現のため「学力に係る事業費」
等の一般会計予算は，大学等進学という環境要因が教育
課程の構成要素「単位数」に作用し，教育課程編成にお
いて「単位数増加」という形で表出する。
　その具体は，
戦略教科の単位数が標準単位数を上回る，
学年の教育課程総単位数が標準単位数を上回る，
　として表出している。
　また，京都公立高等学校からの大学等進学率が，全国
公立高等学校大学等平均進学率に比べ，極めて高いのは，
上述した「大学等進学」という「環境要因」と「単位数
増加」によるものと思料される。
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